
－農政１－ 

 

所 属 農政部農業経営課 農政部農産園芸課 

係 名 就農支援係、経営体強化育成係ほか 内線 2846、2847 ほか 米麦大豆係 内線 2862 
 
 

担い手の経営強化に向けた取組みの支援 
＜農地中間管理事業等推進基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ５９５，６５３（前年度 ５８５，１４８） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫    442,648     補助金 588,257 
         繰入金   73,507    旅費     2,169 
         一般財源  79,498    委託料   1,595 
                  
２ 背景・事業目的 

ぎふ農業・農村を支える中心的な農業経営体を育成するため、コロナ
禍に対応しつつ、新規就農者の早期の経営安定や、認定農業者等の経営
強化を目指した取組みを支援する。 
 

３ 事業概要 
（１）新規就農者等への技術・経営面での伴走支援強化（488,153 千円） 

・ 関係機関が連携した技術・経営両面からのフォローアップを強化
し、新規就農者の認定農業者への移行を促進する。 

・ 新規就農者等が熟練農業者の技術を学ぶことができる動画を作成
し、ポータルサイトで発信する。 

・ コロナ禍に対応し、ＩＣＴを活用した技術指導を強化するため、オ
ンライン研修会の開催やデジタル栽培マニュアルを作成する。 

・ 新規就農者の早期の経営安定及び家族経営を継承する親元就農者の
経営強化に向け、就農準備や就農直後の資金を交付する。 

 
（２）経営環境の変化に対応できる経営体の育成（107,500 千円） 

・ 認定農業者等による新品目・新技術の導入、６次産業化などの新た 
な分野にチャレンジする取組みを支援する。 

  ・ 担い手への農地集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構の 
運営を支援する。＜農地中間管理事業等推進基金事業＞ 

・ 雇用就農者や外国人材を積極的に受け入れる経営体に対し、労働環
境改善に必要な機械・施設の整備を支援する。 
   

 

（款）６農林水産業費（項）１農業費（目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費 新規就農・就業サポート事業費 ほか 

新 

新 



－農政２－ 

 

所 属 農政部農政課 農政部農業経営課 農政部農産園芸課 

係 名 農業研究推進係 内線 2804 就農支援係ほか 内線 2846 ほか 米麦大豆係 内線 2862 

 

 

産地の実情に応じた多様な担い手の育成・確保 
 
１ 事 業 費  ６４，５２０（前年度 ３７，９８８） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫    19,358     補助金    40,335 
         一般財源   45,162    工事請負費 10,947 
                       委託料       9,675 
      
２ 背景・事業目的 

農業者の高齢化と減少が急速に進行する中、コロナ禍にも対応しつつ、 
産地の実情に応じた多様な担い手づくりや、家族経営をはじめとした担い 
手の経営資産を後継者に継承する取組みを推進する。 

 
３ 事業概要 
（１）各産地の就農者育成プランに基づく担い手づくり（36,151 千円） 

・ 産地の担い手育成方針を定める「就農者育成プラン」の策定及び 
プランに基づく地域就農支援協議会等の活動を支援する。 

・ 多様な就農ニーズに対応するため、研修品目の拡大に取り組むと
ともに、新規就農に適した新たな品目の栽培管理技術を開発する。 

・ コロナ禍において自宅で農業の基礎知識等が学べるオンライン講
座の開催を支援する。 

 
（２）経営継承の推進（10,701 千円） 

・  地域就農支援協議会等が行うリタイア農家の所有施設や農地等の
情報収集、就農希望者とのマッチングなどの取組みを支援する。 

・ リタイア農家から経営資産を継承する就農者に対し、継承施設の
改修等を支援する。 

 

（３）多様な人材の活躍促進（17,668 千円） 

 ・ 農業大学校においてスマート農業技術や畜産の飼養衛生管理を学
ぶための環境を整備する。 

・ 農福連携を推進するため、農業関係者と特別支援学校との交流会の 
開催や、障がい者が農作業を学ぶ動画の作成・配信を支援する。 

 

 

（款）６農林水産業費（項）１農業費（目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費 新規就農・就業サポート事業費 ほか 

新 

新 

新 

新 



 

－農政３－ 

所 属 農政部農政課 農政部農地整備課 

係 名 スマート農業推進係ほか  内線 2808 調査計画係 内線 3169 

農業分野でのＤＸ化に向けたスマート農業の全県展開 
 

１ 事 業 費   ２３３，６２７（前年度 １６１，１９２） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫      90,967   補助金  96,321 
一般財源  87,953   委託料  97,365 
その他     54,707   需用費  15,008 

 
２ 背景・事業目的 

高齢化の進行等により労働力不足が深刻となる中、より少ない人材で
の対応や高品質化に向けて、農業分野でのＤＸ化を図るため、ＩＣＴや
ロボット技術等の先端技術を活用したスマート農業を全県的に推進する。 

 
３ 事 業 概 要 
（１） 実際に体験し、学んで、便利さを実感できる場の強化(28,568 千円) 

・ 地域のニーズに応じたスマート農業の普及に向け、地域に根ざした
研修会の開催や貸出用スマート農業機械等の拡充及び複数箇所への配
備など、スマート農業推進センターの拠点機能を全県的に拡大する。 

（２） スマート農業機械の共同利用の推進(85,707 千円)  
・ 中山間地域における省力化・軽労化につながるスマート農業機械等
の共同利用による導入を重点的に支援する。 

・ 複数の経営体が共通の通信インフラを利用する実証を行い、地域全
体でＩＣＴを活用するスマート農業の導入を推進する。 

（３） 誰もが熟練農業者と同等の収益が得られる農業の実現(34,717 千円)  
・ 多様な担い手の確保とともに、環境・生育データの解析による単収
や品質の向上、技術の標準化に取り組む産地の基盤づくりを推進する。 

（４） スマート農業機械の導入を加速化する基盤整備の推進(55,870 千円)  
新・ 地域全体でスマート農業機械の導入を推進するため、高精度な位置

情報の活用を可能にするＧＮＳＳ(全球測位衛星システム)基地局を設置する。 
・ 用水管理の高度化・省力化を図るため、遠隔監視・操作できるゲー
トの整備を推進する。 

（５） ＩＣＴやＡＩを活用した新技術の開発(28,765 千円)  
・ トマトや花き、柿等を対象に、国、大学、企業等との連携のもと、
省力化や効率化などを可能とする生産管理システムを開発する。 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 スマート農業推進費 ほか 



－農政４－ 

 

所 属 農政部農業経営課 農政部農村振興課 

係 名 経営体強化育成係 内線 2847 農村企画係、農村支援係 内線 3174 

 

 

農村を支える集落営農組織・活動組織の体制強化 
＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ２，６０７，７８７（前年度２，６０７，６５２） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫    1,755,422    補助金 2,594,257 
         財産収入         74   委託料     2,528 
         繰入金     9,904   旅費      1,065 
         諸収入     594 
         一般財源  841,793 
 
２ 背景・事業目的 

農村の有する生産基盤と景観を守り、次世代に引き継いでいくため、
中核的な担い手である集落営農組織や農業・農村の多面的機能の維持を
担う活動組織の育成及び持続的な体制づくりを支援する。 

 
３ 事業概要 
（１）集落営農の組織化、後継者育成の推進（3,388 千円） 

・ 集落営農の組織化の推進地域を設定し、県と市町村等からなる推進 
チームを派遣するとともに、リーダー養成講座を開催する。 

・ 集落営農組織の後継者育成に向けたオペレーター研修等の取組みを 
 支援するほか、農業用機械の安全取扱講習を開催する。 

 
（２）集落営農の経営強化の推進（123,520 千円） 

・ 集落営農の法人化を促進するため、ぎふアグリチャレンジ支援セン 
ターによる専門家派遣や個別指導等の取組みを支援する。 

・ 中山間地域における飼料用稲の収益向上に向けた複数品種の組み合 
わせによる栽培体系を実証する。 

  ・ 集落営農法人等の規模拡大や新規作物の本格導入などの経営発展に 
   必要な機械・施設の導入を支援する。 
 
（３）農村環境の機能維持を担う組織等の体制強化（2,480,879 千円） 
  ・ 多面的機能支払制度等による農村維持活動の継続に向け、省力化機

器の導入や組織の広域化等による体制強化を支援する。 
  ・ 多様な人材の参画に向け、多面的機能を啓発する「ぎふ水土里の展

示会」や、学校教育と連携した「田んぼの学校」活動等を実施する。 
＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

 

（款）６農林水産業費（項）１農業費（目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○農村地域農政推進事業費 集落営農支援対策事業費 ほか 

新 

新 



－農政５－ 

 

所 属 農政部農産物流通課 

係 名 地産地消係 内線 2853 

 

地産地消県民運動の展開 

 

１ 事 業 費  １３７，９２６（前年度 １０４，２９３） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫   75,869   補助金   60,700 

         諸収入   1,073   委託料   49,120 

一般財源  60,984   負担金   18,635 

 

２ 背景・事業目的 

地域で生産された農林水産物を地域で消費するとともに、消費者と生

産者の相互理解を深めるため、官民一体となった地産地消県民運動を展

開する。 

 

３ 事業概要 

（１）地域ぐるみで取り組む地産地消県民運動の展開（42,700 千円） 

・ 地産地消に取り組む社会的気運の醸成に向けた方策を検討するた

め、官民一体型地産地消プロジェクトチームを設置する。 

・ 県内の朝市・直売所、量販店、飲食店等での県産農産物のＰＲ活

動等により地産地消県民運動を展開する。 

・ 地域の食と農の事業者が参画する地域食農連携プロジェクトによ

る商品開発や販売促進など持続的なビジネス創出を支援する。 

 

（２）給食への県産農林水産物の利用促進と食農教育推進（18,700 千円） 

・ 県内小中学校等の学校給食で県産農林水産物を利用するのに必要

な経費を助成するとともに、食農教育を推進する。 

 

（３）地域資源を活用した６次産業化の推進（76,526 千円） 

・ サポートセンターを通じて農業者の６次産業化の取組みを支援す

るとともに、販路開拓のための商談会・販売フェアを開催する。 

・ ６次産業化に新たにチャレンジする人材の掘り起しと育成を図る

ため、加工技術、販路開拓手法等の研修を地域ごとに開催する。 

・ 名古屋栄の「GIFTS PREMIUM」における、農畜水産物や６次産業化

商品のテストマーケティングを支援する。 

 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 農産物地産地消推進費 ほか 

新 

新 

新 



－農政６－ 

 

所 属 農政部農産園芸課 農政部畜産振興課 農政部家畜防疫対策課 

係 名 ｸﾘｰﾝ農業係 内線 2868 銘柄推進係 内線 2877 防疫指導係 内線 2886 

所 属 農政部里川振興課 

係 名 水産係 内線 2912 

 
 

安心と信頼を届ける農畜水産物の生産支援 
 
１ 事 業 費  ５０，２８４（前年度 ３８，７４１） 
        【財源内訳】     【主な使途】 
         国庫   10,418   補助金   39,453 
         一般財源 39,866   委託料    5,358 

      
２ 背景・事業目的 

持続可能な農業の実現に向けて、令和２年１１月にスタートした「ぎ

ふ清流ＧＡＰ評価制度」の農業現場への普及など、生産者のＧＡＰ等の

取組みを総合的に支援するとともに、消費者に対するＧＡＰ農産物の認

知度向上を図る。 

 
３ 事業概要 

（１）「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の推進体制の確保（28,305 千円） 

・ （一社）岐阜県農畜産公社内に設置した「ぎふ清流ＧＡＰ推進セ

ンター」の職員を増員し、「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の農場評価

に取り組む。 

・ 高度な指導ができるＧＡＰ指導員を育成するためのステップアップ

研修を実施する。 
 

（２）「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の普及・啓発（10,000 千円） 

・ 消費者、流通業者にＧＡＰをアピールして農業者のＧＡＰへの取

組みを応援する「ぎふ清流ＧＡＰ応援団」を設立する。 

・ ぎふ清流ＧＡＰを消費者へＰＲするための包装資材、看板等販売

促進資材の購入に対して助成する。 
 

（３）安全・安心な生産管理の推進（11,979 千円） 

・ ＧＡＰの実践に必要な施設改修や調査分析、ＧＡＰや水産エコラベ

ルの認証取得や維持の取組みを支援する。 

・ 農家指導を行うＨＡＣＣＰ指導員及び審査員を育成、確保し、県内
農家の農場ＨＡＣＣＰ認証取得を促進する。 
※農場 HACCP：畜産農場の衛生管理向上に向けた危害要因をｺﾝﾄﾛｰﾙする手法 

 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 ぎふクリーン農業総合推進事業費 ほか 

新 



－農政７－ 

 

所 属 農政部家畜防疫対策課 農政部家畜伝染病対策課 農政部農政課 

係 名 防疫対策係 

防疫指導係 

内線 2879 

2886 

感染予防対策係 

企画調査係、捕獲対策係 

経口ワクチン対策係 

内線 3893 

3883 

2909 

農業研究推進係 内線 2804 

 

家畜伝染病に対応できる畜産産地づくり 

 
１ 事 業 費  ３，１３０，００３（前年度 ２，５７２，１２１） 

【財源内訳】     【主な使途】 
          国庫   689,908     補助金    103,932 
          県債  1,649,800   委託料      501,157 
                   一般財源 790,295     工事請負費 2,388,998 
 

２ 背景・事業目的 

豚熱やアフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病に備
え、農場の飼養衛生管理の更なる強化を図るとともに、県の家畜防疫体制
を充実・強化する。 
また、野生いのししを介した豚熱ウイルスの拡散防止を図るため、引き続

き、経口ワクチン散布による抗体付与と捕獲による個体数削減を推進する。 
 

３ 事業概要 

（１）農場の飼養衛生管理の強化（18,882 千円） 

・ 畜種ごとの飼養衛生管理基準や県独自の「養豚農場の飼養衛生管理の 
ための施設整備の推奨基準」に則した、農場の設備導入を支援する。 

・ 「ＣＳＦ対策・養豚業再生支援センター」にコーディネーターを配置 
し、農場の衛生管理強化等への支援をワンストップで実施する。 

新・ 県推奨基準への対応など、各農場における衛生管理対策を指導助言す
るため、養豚を専門とする民間獣医師などの専門家を派遣する。 

（２）家畜防疫体制の充実・強化（2,662,881 千円） 

・ 畜産研究所の養豚、養鶏部門を関市に再整備するとともに、飛騨地域

で病性鑑定を実施できるよう、飛騨家畜保健衛生所を移転・新築する。 

新・ 家畜伝染病に関する高度な知識・技術を習得するため、県獣医師で 
ある家畜防疫員を国内外の研究機関などへ一定期間派遣する。 

（３）野生いのしし対策の推進（448,240 千円） 

・ 効果的に抗体付与するため、散布時期及び回数を重点化して経口ワク
チン散布を実施する。【協議会事業】 

・ 生息数調査を踏まえた地域別捕獲目標に基づき、調査捕獲、市町村が
行う有害捕獲及び狩猟による捕獲を推進するとともに、ⅠＣＴを活用し
た捕獲通知システムを県内全域に導入する。 

・ 岐阜大学と連携して、野生いのししの生息数調査や抗体付与状況の調
査分析など、対策の推進に資する研究を実施する。 

 
 

 

（款）６農林水産業費 （項）２畜産業費 （目）(3)家畜保健衛生費 

（明細書事業名）○家畜伝染病予防費 家畜伝染病予防事業費 ほか 



－農政８－ 

 

 
 
 

 
 

水田農業等における生産・安定供給体制の構築 
＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 

 
１ 事 業 費   ９４，７６１（前年度 ６６，０８１） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫     39,287     補助金 75,463 
繰入金    8,000     需用費  5,527 
一般財源 47,474   委託料  5,241 
                                   

２ 背景・事業目的 
相次ぐ自然災害などのリスクに備え産地などの減災対策等を講じると

ともに、産地の将来あるべき姿を目指して、需要に応じた生産拡大や病
害虫のまん延防止など生産性向上を図る。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）水田農業の持続的な発展（52,164 千円） 

・ 需要に応じた米の安定取引拡大に向け、産地づくり研究会を設置し、

産地と米卸売業者等とのマッチング活動に取り組む。 

・ 麦・大豆、加工業務用野菜等の生産量や品質の高位安定化に向け、

生産性の向上を図る取組み等を支援する。 

・ ジャンボタニシへの効果のある総合的な対策の定着を推進するとと

もに、排水路など農業用施設で駆除に取り組む市町村を支援する。 

＜一部清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 

 

（２）自然災害等に備えた産地の強靱化 （41,047 千円)  

・ 災害に強い園芸産地の形成に向け事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や

パイプハウスの補強と応急的自家発電が可能な体制整備を支援する。 

・ 県オリジナル品種や需要のある種子を安定的に供給するため、不測

の事態に備えて追加的な種子の生産や備蓄体制を構築する。 

 

（３）卸売市場リスク対策（1,550 千円） 

・ 卸売市場の社会インフラ機能の維持に向け、台風・豪雨などのリス

クに対応した事業継続計画(ＢＣＰ)の策定を支援する。 

 

所 属 農政部農産園芸課 農政部農産物流通課 

係 名 
米麦大豆係、水田経営係、

野菜果樹特産係 
内線 2862 流通企画係 内線 2855 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（8）主要農作物対策費 

（明細書事業名）○主要農作物等生産対策費 採種管理事業費 ほか 

新 

新 

新 



－農政９－ 

 

所 属 農政部農産物流通課 

係 名 流通企画係、輸出戦略係、販売対策係 内線 2918 

 

 

 

輸出の拡大と大都市圏の需要喚起によるブランド力強化 
 
１ 事 業 費  ２２５，４６１（前年度 ２２２，０１３） 
    【財源内訳】  【主な使途】 
     国庫   123,400  補助金 155,600 
     諸収入   2,520  委託料  52,290 
     一般財源  99,541  負担金   5,120 
 
２ 背景・事業目的 

ぎふブランドの更なる発信力強化を図るため、海外拠点との連携によ
る輸出拡大、東京 2020 オリンピック・パラリンピックや大阪・関西万博
を契機とした大都市圏での需要喚起などの取組みを総合的に展開する。 

 
３ 事業概要 
（１）輸出拡大に向けた取組み（188,900 千円） 

・ コロナ禍で渡航制限が続く中、県と協力覚書を締結している海外拠
点（高級百貨店等）と連携し、現地プロモーションを実施する。 

・ 海外シェフ向けに飛騨牛や鮎の調理講習会をオンライン開催するほ
か、県内事業者向けに研修会・商談会を実施する。 

・ コロナ禍でニーズが高まる飛騨牛の小割加工輸出を促進するほか、
食肉の簡易検疫制度を活用した宅配輸出モデルの構築を支援する。 

・ 岐阜いちごや飛騨桃、恵那栗等の地域ブランドの輸出促進に向け、
商品開発やＰＲ資材作成など生産者主体の取組みを支援する。 

・ 海外との商取引で求められるＨＡＣＣＰ等の国際認証取得に向け、
食品製造施設の新設・改修、機器の整備を支援する。 

 
（２）大都市圏の需要喚起に向けた販売促進の取組み（36,561 千円） 

・ 大阪・関西万博に向け、青果物で構築された販売ルートを活用し
て飛騨牛や鮎の販路開拓を進め、関西圏での取扱店の拡大を図る。 

・ 東京 2020 大会期間中、首都圏ホテルにおいて飛騨牛、鮎のメニュ
ーフェアの実施、大会関係施設への県産食材の供給を支援する。 

  
 

 

 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 農産物輸出戦略推進費 ほか 

新 

新 

新 

新 



－農政１０－ 

 

所 属 農政部畜産振興課 農政部農政課 

係 名 銘柄推進係他 内線 2877 農業研究推進係 内線 2804 

 

 

飛騨牛をはじめとする売れる畜産物を支える生産体制の強化 
 
１ 事 業 費  ３３２，８４６（前年度 ２７９，５８４） 
        【財源内訳】     【主な使途】 
         国庫   146,890   補助金   279,089 
         一般財源 185,956   需要費    28,100 

    委託料    11,900 
    補償費        5,175 

 
２ 背景・事業目的 
   担い手不足、生産コストの高止まり、安価な輸入品との競争にさらさ

れるなど、畜産業を取り巻く情勢は厳しさを増している。 
このため、畜産業の将来を支える担い手の育成や施設整備への支援、

オリジナル畜種の育成によるブランド力の向上などに取り組む。 
 
３ 事業概要 
（１） 新たな担い手の育成（2,300 千円） 
  ・ 飛騨牛繁殖研修センターの研修の充実を図るとともに、空牛舎のマ

ッチングなど新規就農者の初期投資軽減に向けた取組みを推進する。 
・ 酪農経営の後継者や雇用就農希望者などの担い手に対し、畜産研究
所等において、酪農業に必要な知識・技術の習得を支援する。 

   
 
（２） 安心して畜産物を生産できる体制づくり（306,506 千円） 

・ 新規就農者や増頭意欲の高い生産者に対して、家畜導入や畜舎・家
畜排せつ物処理施設、機械の導入等を支援する。 

・ 自動給餌器や発情監視システムなどＩＣＴを活用した生産体制の構
築を支援する。 

 
 

（３）将来を担う優良な種畜の造成（24,040 千円） 
・ 第１２回全国和牛能力共進会への取組みを契機とし、ゲノム解析
など遺伝子レベルの技術を活用した種雄牛の造成や、高能力の雌牛の
保留・導入を推進し、飛騨牛の更なる質・量の充実に取り組む。 

・ ボーノブラウンの再造成に向け、県内外の種豚場と連携した種豚候
補豚の育成や農家への精液の供給、精液凍結保存による遺伝資源の保
存に取り組む。 

 
 

（款）６農林水産業費 （項）２畜産業費 （目）(2)畜産振興費 

（明細書事業名）○畜産振興対策費 飛騨牛改良推進事業費 ほか 

新 



－農政１１－ 

所属 農政部農政課 農政部農業経営課 農政部農産園芸課 

係名 農業研究推進係 内線 2804 経営体強化育成係 内線 2847 野菜果樹特産係 内線 2857 

 

 

園芸産地の生産体制強化と新たなブランド品目等の創出 
 

１ 事 業 費   ９９５，０８８（前年度 ４３８，８０８） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫     539,342    補助金   931,166 
県債       8,900    工事請負費  52,738 
一般財源 446,846  委託料     7,292  

需用費 2,021 
２ 背景・事業目的 

園芸産地において、農業者の労働軽減による生産意欲の向上や法人等
の担い手育成による産地の体制整備、新たなブランド品目の創出により、
産地の持続的な発展を目指す。 

 
３ 事 業 概 要 
（１） 農作業の分業化の促進 (4,000 千円)  

・ 夏ほうれんそうの生産意欲向上や生産拡大を図るため、土壌消毒や
ハウスのビニール張り作業など労力を要する作業の分業化を促進する。 

（２） 園芸産地を担う法人等の育成と体制整備 (931,156 千円)  
・ 柿産地の持続的な発展に向け、老朽化した柿集出荷施設の再整備を
支援する。 

・ 作業の共同化、空きハウスの活用など課題解決に向けた取組みや、
産地を担う法人等の設立時に必要な機械・施設の整備、専門家派遣等
の取組みを支援する。【一部再掲】 

（３）新たなブランド創出(59,932 千円) 
・ 県農業技術センターに新規就農者でも安定生産を可能とする施設を
整備するとともに、新たな品目の栽培管理技術を開発する。 

・ 天下富舞（ねおスイート（柿））の生産体制を確立するとともに、
華かがり（苺）、飛騨おとめ（桃）など県育成品種の普及拡大を図る。 

 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（9）園芸特産物対策費 

（明細書事業名）○青果物等生産対策費 野菜産地強化特別対策推進事業費 ほか 

新 

新 

新 



－農政１２－ 

 

所 属 農政部農産園芸課 

係 名 花き係 内線 2865 

 

 

新たな需要開拓による花き振興 
 
１ 事 業 費  ４４，４５６（前年度 ２６，０２５） 
        【財源内訳】     【主な使途】 

国庫     5,799    負担金 22,300 
一般財源 38,657   委託料 11,599 

                             
２ 背景・事業目的 

市場規模の縮小やコスト増加、新型コロナウイルス感染症拡大等、花
き産業の経営環境が厳しさを増す中、売れる商品づくりや担い手の育成
等の業界の課題に対応できる体制の整備等、花き振興の強化を図る。 

 
３ 事業概要 
（１）コンソーシアム等による新たな花きの利活用促進等（19,687 千円） 

・ 産学金官連携コンソーシアムを立ち上げ、異業種と連携した新商品
開発や新品種育成、ＳＮＳによる情報発信等の活動を支援する。 

・ 学生によるビジネス提案コンペを開催し、魅力ある活動を掘り起こ
し、優良提案等については企業とのマッチングを支援する。 

・ 花きの需要拡大に向け、疲労回復やリラックス効果など花きの効果
効用が体感できる癒しの空間づくりに取り組む企業を支援する。 

・ 花のある暮らしを定着させるため、住宅メーカーや商業施設等にお
いてライフスタイルに合わせた花飾りの提案を行う。 

 
（２）清流の国ぎふの花と緑の産業を担う人材育成の強化（7,709 千円） 

・ 企業や大学等教育機関と連携して担い手育成と産業振興を担う
「(仮称)清流の国ぎふ花と緑の振興センター」の設置準備を行う。 

・ 国際園芸アカデミーの教育内容の更なる充実を図るため、教育環境
整備構想を策定する。 
 

（３）県民みんなで取り組む花き文化の振興（17,060 千円） 
・ 若年層の花きへの関心を高めるため、スポーツ感覚で楽しめる新た

な花き文化である「花いけバトル」の全国大会を開催する。 
・ 花のある暮らしを身近になるよう提案するため、県庁舎、公共施設

等に県産花きを活用した花飾りを実施する。 
 

 
 

（款）６農林水産業費（項）１農業費 （目）(9)園芸特産物対策費 

（明細書事業名）○花き振興対策費 花き振興推進指導費 ほか 

新 

新 

新 

新 

新 



－農政１３－ 

 

所 属 農政部農地整備課 

係 名 調査計画係 内線 3169 

 

 
災害に強く、力強い農業農村を支える生産基盤の整備 

 
１ 事 業 費  ４，４７３，６９７（前年度 ４，８２０，４５４） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫   2,346,208    工事請負費 3,104,749 
         県債    946,800    委託料    916,817 

分負担金   490,059     補助金     333,526 
         一般財源  690,630    
 
２ 背景・事業目的 

集中豪雨や大規模地震の発生に備え、農業用ため池等の防災、減災対
策や農村の地域防災力の強化を図るとともに、効率的で収益性の高い農
業を実現するため、農地の大区画化等の生産基盤整備を推進する。 

 
３ 事業概要 
（１）農業・農村の強靱化（2,173,831 千円） 

・ ため池工事特措法に基づき、防災重点農業用ため池の改修等の耐
震・豪雨対策等を実施する。（４８地区） 

・ 地域住民等に対し防災行動への意識啓発を図るため、農業用ため
池に関する防災行動計画（タイムライン）を作成し周知する。 

・ 老朽化した農業用排水機場の改修、農村の交通ネットワーク強化
に向けた農道改良や農道橋の耐震補強等を実施する。（１４地区） 

 
（２）県民の食を支える農業生産基盤の整備（2,299,866 千円） 

・ 担い手への農地の集積、集約化や高収益作物への転換等を促進するた
め、農地の大区画化や水田の乾田化を実施する。（２９地区） 

・ 農業用水を安定的に確保するため、農業用水路の更新整備や補修、
保全管理体制の強化等を実施する。（２０地区）【一部再掲】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（款）６農林水産業費 （項）４農地費 （目）(7)農地防災事業費 

（明細書事業名）○公共事業 県営ため池等整備事業費ほか 

新 



－農政１４－ 

 

所 属 農政部農村振興課 

係 名 農村支援係、鳥獣害対策係 内線 3174、3175 

 

 
農地の保全と生活環境の向上対策・鳥獣害対策 

＜ふるさと農村活性化対策基金事業・清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞  
 
１ 事 業 費  ３，６３４，３９１（前年度 ３，５９０，４０５） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫   2,611,080   補助金      3,560,561 
         繰入金   146,960   委託料     40,337 

一般財源  876,351     
    

           
２ 背景・事業目的 

 中山間地域など営農条件が整っていない地域では、農地の荒廃が進
み、野生鳥獣による被害が営農意欲の減退要因ともなっている。 
このため、遊休農地発生防止活動に加え、鳥獣害対策、営農条件整備

を進めることにより優良農地の確保を図る。 
 

３ 事業概要 
（１）守るべき農地の遊休農地化を防止する活動の支援（2,836,661 千円）【一部再掲】 
  ・ 農家や地域住民等が一体となって農地や農村環境を保全する多面的

機能支払制度や中山間地域等直接支払制度の取組みを支援する。 
  ・ 担い手への農地集積の促進により、遊休農地の発生等を抑制するた

め、農地の利用状況調査等の取組みを支援する。＜一部ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 
新・ 営農再開に向けた農地の再生作業など土地利用の最適化を支援する。 

（２）獣種に応じた鳥獣害対策の推進（797,730 千円）＜一部清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 
  ・ イノシシ、ニホンジカを中心に追払いや防護柵、捕獲の一体的な対

策を支援するとともに、対策が難しいサル、カラスに対しては、ドロ
ーンを活用した被害対策技術の実用化を進める。 

・ カワウ対策強化に向け、被害対策指針を改定するとともに、コンソ 
ーシアムを設立し効果的なドローン技術の活用や広域捕獲を推進する。 

 
   

（款）６農林水産業費 （項）４農地費（目）(8)団体営土地改良事業費 

（明細書事業名）○公共事業 多面的機能支払事業費 ほか 



－農政１５－ 

 

所 属 農政部里川振興課 

係 名 里川振興係、水産係 内線 2911、2912 

 

世界農業遺産「清流長良川の鮎」の持続的な発展 
＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ６０７，９９８（前年度 ６１０，８３８） 
        【財源内訳】     【主な使途】 
         国庫   27,756    工事請負費  417,697 
         県債   361,000   委託料        124,360 
         繰入金  20,300   負担金      9,866 

一般財源 198,942 
 
２ 背景・事業目的 

 世界農業遺産「清流長良川の鮎」の持続的な発展を図るため、農林
水産・商工観光業等の関係団体と連携し、長良川システムの保全・活
用・継承活動を展開する。 
また、県のシンボルである鮎の漁獲量の増大を図るため、放流稚鮎

の安定供給、漁場環境の改善等の取組みを進める。 
 
３ 事業概要 
（１）世界農業遺産を未来につなぐための人材育成（36,635 千円） 

・ 長良川システムへの理解を深めるため、川や鮎を題材とした調査
研究、体験学習等のふるさと教育を行う高等学校等を支援する。 

・ 網漁等の伝統漁法、人工ふ化放流などの再生産技術等を継承する
ための研修プログラムの開発や調査研究などを行う。 

（２）ＳＤＧｓの取組みの国内外への発信強化、保全（29,884 千円） 
・ 国内メディア向け体感ツアーの実施や、長良川システムを担う実
践者、流域の風景、文化等の魅力を紹介する「ＧＩＡＨＳ ＷＥＢギ
ャラリー（仮称）」の構築・発信を行う。 

・ 東アジア農業遺産学会（中国開催）でＳＤＧｓ取組事例を発表
し、長良川システムの価値を世界へ発信する。 

・ ＪＩＣＡ、東南アジア漁業開発センター等と連携し、内水面漁業
の振興を目指す海外研修生の受入れ、専門研究員の現地派遣を行う。 

（３）鮎王国ぎふの復活と発展（541,479 千円）＜一部清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 
・ 県内の放流稚鮎の安定供給を図り鮎資源の増大に繋げるため、老
朽化した魚苗センターの施設を計画的に改修する。 

・ 担い手育成につなげるため、あゆパークでの漁業体験や、漁協が
行う釣り教室、伝統漁法を習得する講習会の開催等を支援する。 

・ コロナ禍や令和２年７月豪雨の影響により減少が見込まれる漁業
資源の回復に向けて、漁協が行う増殖対策事業を支援する。 

 

 

（款）６農林水産業費（項）１農業費（目）(3)農山村振興費 

（明細書事業名）○世界農業遺産推進費 世界農業遺産推進事業費 

（款）６農林水産業費（項）３水産業費（目）(2)水産業振興費 

（明細書事業名）○内水面振興対策費 内水面振興対策費 ほか 

新 

新 

新 



－農政１６－ 

 

所 属 農政部農村振興課 

係 名 農村企画係、鳥獣害対策係 内線 3174、3175 

 

 

棚田など地域の魅力を活かした農村の活性化 
＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ６２，６９４（前年度 ５２，２４８） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫     12,482   補助金   14,380 
         繰入金    21,382   委託料   39,050 

一般財源   28,830     
 
２ 背景・事業目的 

 農村地域では、過疎化や高齢化の進行による集落機能の低下が顕著で
あり、新たな人材の確保や、集落機能の強化が喫緊の課題である。 
 このため、農村地域にある豊かな自然、棚田やジビエなどの多くの地
域資源の魅力を活かして農村の活性化を図る。 

 
３ 事業概要 
（１）棚田を核とした棚田地域の振興（21,382 千円） 

＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 
 新・ 都市住民が農村地域の維持活動などに参加する「ぎふの田舎応援

隊」を強化し、棚田の草刈作業などを行う「棚田応援隊」を新設する。 
 新・ 棚田との関係人口を確保するため、棚田地域の魅力を体感する「棚

田塾」をモデル的に実施するとともに、棚田オーナー制度を支援する。 
・ 棚田の魅力をＰＲするための棚田空撮動画や棚田カードの作成や、 
大学生等が棚田地域の保全活動を行う取組みを支援する。 

（２）グリーンツーリズムの推進による農村地域の活性化（22,300 千円） 
 新・ 農村地域でのワーケーションを促進するため、滞在型体験ツアーの

実施に加え、ホームページによる情報発信等を行う。 
  ・ 農泊の受入体制強化のため、体験メニューづくりを支援する農泊アド

バイザーや地域リーダー育成のための農泊プロデューサーを派遣する。 

（３）「ぎふジビエ」のブランド化と販路拡大の推進（19,012 千円） 
  ・ 「ぎふジビエ衛生ガイドライン」に準拠した解体処理の施設整備を支

援するとともに、解体処理事業者を育成するための講習会を開催する。 
  ・ 販路拡大を図るため、道の駅等でのＰＲイベントのほか、県内をはじ

め首都圏においてジビエフェア等を開催する。 
 
 

（款）６農林水産業費 （項）４農地費 （目）(10)農地事業諸費 

（明細書事業名）○ふるさと農村活性化対策費 ふるさと農村活性化対策運営費 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費 

（明細書事業名）○鳥獣害防止対策費 鳥獣害防止対策費 ほか 



－農政１７－ 

 

所 属 農政部農政課 農政部農業経営課 

係 名 農業研究推進係、スマート農業推進室 内線 2804 経営体強化育成係 内線 2847 

所 属 農政部農産園芸課 農政部農村振興課 

係 名 米麦大豆係 内線 2862 農村企画係、農村支援係 内線 3174 
 

中山間地域を守る多様な人材・主体づくり 
 
１ 事 業 費  ２，０３９，６９９（前年度１，９７３，３５４） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫     1,386,417     補助金 1,895,519 

一般財源  474,351     委託料    95,163 
その他   178,931    旅費      7,401 

 
２ 背景・事業目的 

中山間地域において、将来に渡り持続可能な農業を実現するため、中 
核的な担い手の育成や地域に適した経営の導入を進めるとともに、農村 
の維持・増進や地域資源を活かした農村づくりの取組みを支援する。 

 
３ 事業概要 
（１）中山間地域を支える担い手の育成（118,598 千円）【再掲】 

・ 設立間もない集落営農組織の経営安定に必要な農業用機械・施設
や、省力化・軽労化につながるスマート農業機械等の共同利用による
導入について、中山間地域を重点的に支援する。 

・ 集落営農組織の後継者育成に向けたオペレーター研修の取組みを支
援するほか、農業用機械の安全取扱講習を開催する。 

・ 中山間地域の厳しい条件下でも一定の所得確保を実現できるよう、
中山間地域に適した新品目開発、県オリジナル鉢花品種「アキギリ」
等の栽培技術確立及び小売店と連携した販路開拓、飼料用稲の収益向
上に向けた複数品種の組み合わせによる栽培体系実証を行う。 

（２）守るべき農地の保全活動の促進（1,894,631 千円）【再掲】 
・ 地域ぐるみで農地を保全するため「中山間地域等直接支払制度」な
どの取組みを支援するとともに、関係機関との連携により遊休農地の
発生防止に取り組む。 

・ イノシシ、ニホンジカを中心に追払いや防護柵、捕獲の一体的な対
策を支援するとともに、対策が難しいサル、カラスに対しては、ドロ
ーンを活用した被害対策技術の実用化を進める。 

（３）地域資源を活用した農村づくりの推進（26,470 千円）【再掲】 
   ・ 農村地域でのワーケーションを促進するため、滞在プランの体験ツ

アーの実施に加え、ホームページによる情報発信等を行う。 
   ・ 棚田の機能維持を支援する「棚田応援隊」の設置や、棚田地域に伝

わる様々な魅力を体感する「棚田塾」をモデル的に実施する。 

 

（款）６農林水産業費（項）１農業費（目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○農村地域農政推進事業費 集落営農支援対策事業費 ほか 

新 

新 

新 

新 

次期ぎふ農業・農村基本計画（R3-7）で新設する【重要テーマ】「中山間地域を守り育てる対策」に資す

る事業を整理したもので、R3 年度当初予算事業概要説明資料（農政部）の農政 1～16 の中で、特に中

山間地域において注力する施策をとりまとめたもの。 



－農政１８－ 

 

所 属 農政部農政課 農政部農産物流通課 農政部農産園芸課 

係 名 研究推進係 内 線 2804 流通企画係 内 線 2855 米麦大豆係 他 内 線 2862 

所 属 農政部家畜防疫対策課 農政部農地整備課    

係 名 防疫対策係 内 線 2879 調査計画係 内 線 3169    

 

中山間地域の条件等に対応した農業の推進 
 
１ 事 業 費  ２，７８２，１５１（前年度 １，８８１，８２０） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫     746,990   補償費   1,324,498 
         県債   1,205,100   工事請負費 1,122,786 

分負担金  189,213   委託料     227,969 
一般財源   640,848   補助金         63,340 

２ 背景・事業目的 

急傾斜な畦畔など不利な営農条件の中でも、冷涼な気候など豊かな

自然環境を活かした農業生産を展開できるよう、安定的な食料供給体

制の強化や農産物のブランド展開、生産基盤の整備などに取り組む。 

３ 事業概要 

（１）ぎふ農畜水産物のブランド創出・展開（17,418 千円）【再掲】 

・ 新品種・品目の創出や栽培管理技術の開発ととともに、ドローンを

活用した防除や自動収穫機など、栗の省力栽培技術を開発する。 

・ 飛騨おとめ（桃）、えな宝来・宝月（栗）など、県が育成した新品

種について、地域の生産現場への普及拡大を図る。 

・ 飛騨桃や恵那栗などの輸出促進に向け、園地登録や残留農薬検査、
商品開発やＰＲ資材作成等の取組みを支援する。 

（２）生産供給体制の強化（18,940 千円）【再掲】 

・ 食味や品質の高評価を維持・獲得するため、主食用米や酒米など

の施肥体系の改善・普及による栽培技術の強化を支援する。 

・ 米の食味評価コンクールなどで上位入賞した品種について、産地

として良食味に特化した品種の導入に向けた選定等に取り組む。 

・ 飛騨地域の夏ほうれんそうで生産意欲の向上や生産拡大を図るた

め、土壌消毒やハウスのビニール張り作業などの分業化を促進する。 

（３）生産基盤と生活環境基盤の整備（1,374,093 千円）【一部再掲】 

  ・ 農地中間管理機構と連携したほ場整備や、地域の特色を活かした農

業を実現するための基盤整備を実施する。 

  ・ 農村の生活環境の向上を図るため、集落内の排水施設や道路などの

生活環境基盤の整備を実施する。 

（４）飛騨家畜保健衛生所の移転・新築(1,371,700 千円) 【再掲】 
・ 飛騨牛や養豚の産地で緊急的な病性鑑定が実施できるよう、飛騨
家畜保健衛生所を移転・新築し、家畜防疫体制を強化する。 

 
 （款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（8）主要農作物対策費 

（明細書事業名）○米消費拡大推進対策費 地域米消費拡大総合対策費 ほか 

新 

新 

次期ぎふ農業・農村基本計画（R3-7）で新設する【重要テーマ】「中山間地域を守り育てる対策」に資す

る事業を整理したもので、R3 年度当初予算事業概要説明資料（農政部）の農政 1～16 の中で、特に中

山間地域において注力する施策をとりまとめたもの。 


